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議案第１５号 

   世田谷区手数料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和２年２月１９日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 多機能端末機による戸籍に関する証明書の交付手数料を規定するとともに、 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の改正に伴い、建築物エネルギ 

ー消費性能向上計画の認定の申請等に関する手数料に係る規定を定め、併せて規定 

の整備を図る必要があるので、本案を提出する。 
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   世田谷区手数料条例の一部を改正する条例 

 世田谷区手数料条例（平成１２年３月世田谷区条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第５条中「謄抄本」を「謄本若しくは抄本」に改める。 

 別表第１の１の項中「書面の交付」の次に「（世田谷区印鑑条例第１９条の２に規 

定する多機能端末機により交付する場合を除く。）」を加え、「謄抄本」を「謄本又 

は抄本の交付」に改め、同項の次に次のように加える。 

１の２ 戸籍法第１２０条第１項の規定に

基づく磁気ディスクをもって調製

された戸籍に記録されている事項

の全部又は一部を証明した書面の

交付（世田谷区印鑑条例第１９条

の２に規定する多機能端末機によ

り交付する場合に限る。） 

戸籍の全部又は個人の

記録事項の証明手数料 

１通につき ３５０円 交付のと

き。 

別表第１の３の項中「謄抄本」を「謄本又は抄本の交付」に改め、同表の７１の項 

中「第４条第４項」を「第４条第３項」に改める。 

 別表第２備考第１項ただし書中「又は」を「若しくは」に改め、「場合」の次に「 

又は共用廊下等の部分を除く場合」を加える。 

 別表第３第５の部２の款を次のように改める。 

 
２ １以 

外の場 

合 

⑴ 一戸 

建て住 

宅 

イ 性能 

基準（ 

省令第 

１条第 

１項第 

２号イ 

⑴(ⅰ)及 

び同号 

ロ⑴に 

定める 

基準を 

いう。）

による 

場合 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル未満の 

もの 

 ３４，４００円 
 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル以上の 

もの 

 ３８，４００円 

ロ モデ 

ル住宅 

法（省 

令第１ 

条第１ 

項第２ 

号イ⑵ 

(ⅰ)及び 

同号ロ 

⑵に定 

める基 

準をい 

う。） 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル未満の 

もの 

１７，７００円 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル以上の 

もの 

１９，１００円 
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による 

場合 

ハ 仕様 

基準（ 

省令第 

１条第 

１項第 

２号イ 

⑶及び 

同号ロ 

⑶に定 

める基 

準をい 

う。以 

下同じ｡）

による 

場合 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル未満の 

もの 

 １７，７００円 

当該一戸建て住宅の床面積の合 

計が２００平方メートル以上の 

もの 

 １９，１００円 

⑵ ⑴以 

外の建 

築物 

イ 住宅 

部分 

(イ)  性能 

基準（ 

省令第 

１条第 

１項第 

２号イ 

⑴(ⅰ)若 

しくは 

(ⅱ)及び 

同号ロ 

⑴又は 

同項第 

３号に 

定める 

基準を 

いう。）

による 

場合 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル未満のも 

の 

 ６９，１００円 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル以上２， 

０００平方メートル 

未満のもの 

１１６，０００円 

当該住宅部分の床面 

積の合計が２，００ 

０平方メートル以上 

５，０００平方メー 

トル未満のもの 

１９６，０００円 

当該住宅部分の床面 

積の合計が５，００ 

０平方メートル以上 

のもの 

２８１，０００円 

(ロ)  フロ 

ア入力 

法（省 

令第１ 

条第１ 

項第２ 

号イ⑵ 

(ⅱ)及び 

同号ロ 

⑵に定 

める基 

準をい 

う。） 

による 

場合 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル未満のも 

の 

３３，１００円 
 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル以上２， 

０００平方メートル 

未満のもの 

 ５８，０００円 
 

当該住宅部分の床面 

積の合計が２，００ 

０平方メートル以上 

５，０００平方メー 

トル未満のもの 

１０４，０００円 
 

当該住宅部分の床面 

積の合計が５，００ 

１５７，０００円 
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０平方メートル以上 

のもの 

(ハ)  仕様 

 基準に 

よる場 

合 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル未満のも 

の 

３３，１００円 
 

当該住宅部分の床面 

積の合計が３００平 

方メートル以上２， 

０００平方メートル 

未満のもの 

 ５８，０００円 

当該住宅部分の床面 

積の合計が２，００ 

０平方メートル以上 

５，０００平方メー 

トル未満のもの 

１０４，０００円 

当該住宅部分の床面 

積の合計が５，００ 

０平方メートル以上 

のもの 

１５７，０００円 

ロ 非住 

宅部分 

(イ)  モデ 

 ル建物 

 法によ 

る場合 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が３００ 

平方メートル未満の 

もの 

 ８７，１００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が３００ 

平方メートル以上２,

０００平方メートル 

未満のもの 

１４５，７００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が２，０ 

００平方メートル以 

上５，０００平方メ 

ートル未満のもの 

２３５，７００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が５，０ 

００平方メートル以 

上１０，０００平方 

メートル未満のもの 

３０９，０００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が１０， 

０００平方メートル 

以上２５，０００平 

方メートル未満のも 

の 

３７１，０００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が２５， 

０００平方メートル 

以上のもの 

４３５，０００円 
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(ロ)  標準 

 入力法 

 等によ 

る場合 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が３００ 

平方メートル未満の 

もの 

２２７，１００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が３００ 

平方メートル以上２,

０００平方メートル 

未満のもの 

３６７，１００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が２，０ 

００平方メートル以 

上５，０００平方メ 

ートル未満のもの 

５２３，７００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が５，０ 

００平方メートル以 

上１０，０００平方 

メートル未満のもの 

６４６，０００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が１０， 

０００平方メートル 

以上２５，０００平 

方メートル未満のも 

の 

７６３，０００円 

当該非住宅部分の床 

面積の合計が２５， 

０００平方メートル 

以上のもの 

８７１，０００円 

 別表第３備考中第８項を第１２項とし、第７項の次に次の４項を加える。 

  ８ 建築物省エネ法第２９条第３項に規定する申請建築物（以下「申請建築物」

という。）に自他供給型熱源機器等（同項に規定する自他供給型熱源機器等を

いう。）を設ける場合の建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料の

額は、申請建築物における１の建築物の手数料の額及び他の建築物（同項に規

定する他の建築物をいう。以下同じ。）における１の建築物の手数料の額を合

算した額とする。 

  ９ 建築物省エネ法第３１条第１項に規定する認定建築主が認定を受けた建築物

エネルギー消費性能向上計画の変更（建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行規則第２６条に規定する建築物エネルギー消費性能向上計画の軽

微な変更を除く。）を行う場合の建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の額は、変更のある１の建築物の手数料の額を合算した額とする。
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ただし、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定を受けた計画に、新たに他

の建築物を加える場合の建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数

料の額は、第３の部に掲げる手数料の額と同額とする。 

  １０ 他の建築物について、建築物省エネ法第２９条第１項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能向上計画の認定を受けた場合の建築物エネルギー消費性

能適合性判定手数料の額は、第１の部１の款に掲げる手数料の額と同額とする。

ただし、エネルギー消費性能の評価方法は、建築物エネルギー消費性能向上計

画の認定と同じ場合に限る。 

１１ 他の建築物について、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定を受けた 

場合の計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料の額は、 

第２の部１の款に掲げる手数料の額と同額とする。ただし、エネルギー消費性 

能の評価方法は、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定と同じ場合に限る。 

別表第３備考に次の２項を加える。 

  １３ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請、建築物エネルギー消費 

性能向上計画の変更の認定の申請又は建築物エネルギー消費性能基準に適合し 

ている旨の認定の申請において共同住宅の共用部分を除く場合の手数料の額は、 

これらの認定の申請に係る床面積から当該共同住宅の共用部分の床面積を除い 

た床面積により算出した額とする。 

１４ 省令第１条第１項第２号イ⑶及び同号ロ⑶に定める基準により共同住宅の

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定の申請を行う場合の手

数料の額は、当該認定の申請に係る床面積から当該共同住宅の共用部分の床面

積を除いた床面積により算出した額とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条の改正規定、別表第１の１の

項の改正規定、同項の次に１項を加える改正規定及び同表の３の項の改正規定は令和

２年３月１０日から、同表の７１の項の改正規定は同年４月１日から施行する。 


